
平成 3 1 年 3 月 2 7 日 

総 務 局 

総務事務改革の取組について（主要な取組） 
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  １．総務事務改革の方向性と達成目標 
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  ２．社会保険等の手続オンライン化 

  ３．研修システムの導入 

  ４．ブランドデビットカードを活用したキャッシュレス化  

  ５．電子決定率の向上 

 問い合わせ対応へのチャットボット活用 

Ⅲ．総務事務センターについて 
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 総務事務とは、所管する事業に関わらず、すべての組織に共通して存在する内部管理的事務 
 （給与・旅費，人事，共済，福利厚生，契約，会計，物品，文書） 

 総務事務改革では、「はんこレス（中間処理レス）」「ペーパーレス」「キャッシュレス」の“３つのレス”の
取組を土台として、総務事務について、事務の集約化やＩＣＴ技術の活用による効率化を進める。 

 総務事務改革の工程表（平成30年３月策定）に掲げた５つの改革基本方針に基づき、８つのカ
テゴリーの事務について、各制度所管部署において改革・改善の取組を推進する。 

 2019年度からは、東京の成長戦略を総合的かつ集中的に推進する、戦略政策情報推進本部にお
いて、総務事務改革の進行管理を行う。 

総務事務改革の方向性 

１．2019年度までに押印処理の廃止に向け既存様式等を見直し 
   2025年度までに段階的に電子化 

２．2020年度までに電子決定率80％、最終的に100%を達成 

３．2020年度末までに総務事務センター（仮称）を開設 

４．2018年度のＲＰＡ実証実験を踏まえ、2019年度以降に順次導入 

５．2019年度末までに総務事務のシステム規模や経費のあり方について検討し、改革案を作成 

６．2020年度までに地方自治法改正を踏まえた内部統制の体制を構築 

達成目標 



２．基本方針と主要な取組のスケジュール（予定） 

3 

2018年度 2019年度 2020~2022年度 2023~2025年度 

1 デジタル 
  ファースト 

2 発生源入力  
  と集中管理 

3 新たなBPR 
  手法導入 

4 業務システム  
  の運用コスト  
  最適化 

5 統制環境の 
  再整理 

キャッシュレス化の推進 支出事務 
ﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ化 

システム調整等 

電子決定の段階的推進 

総務事務センター（仮称） 
設置企画・開設準備 

開
設 

対象事務の順次拡大 

実証実験を踏まえて順次活用を拡大 
ＲＰＡ 
実証実験 

紙による決定を合理的とする理由の見直し 

方針策定・体制整備 運用・評価 

検討を踏まえた改革案の具体化 システム規模や経費のあり方を検討 
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１．給与明細の電子化 
 

〇 給与明細を電子化し、最終的には紙の給与明細を年間45万枚削減する 

〇 2018年10月より実施しており、3月時点で85.9%の職員が電子化承諾済 
 

【パソコン版画面】⇩ 

 

【スマホ版画面】⇩ 

Ⅱ 各事務についての改革の工程（主な取組事例） 



 

〇 非常勤・臨時職員の社会保険・雇用保険の申請手続きをオンライン化することによる事務の簡素化 

〇 ハローワークや年金事務所への移動時間やコストの削減、申請書類の作成効率の向上等の効果が期待 

〇 すでにオンライン化を実施している局の動向等を踏まえ、今後全庁展開を検討 

 
これまで 

 
 
・雇用保険被保険者資格取得／喪失届 
・離職証明書の交付 
・雇用保険被保険者証の再交付申請 
・雇用保険被保険者氏名変更届 

オンライン化が可能な手続き例 

オンライン化後 

 

・高年齢雇用継続基本給付の申請 
・雇用保険被保険者離職票の再交付申請 
・健康保険・厚生年金保険被保険者報酬月額算定基礎届 
 

内閣官房「「第６回中小企業・小規模事業者の長時間労働是正・生産性向上と
人材確保に関するワーキンググループ」2018年12月 配布参考資料から抜粋 

２．社会保険等の手続オンライン化 

5 
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３．研修システムの導入 
 

〇 研修事務について、2019年度から新たな研修システムを導入し、年間18万件の履歴登載事務の中間
処理の削減、集計作業の自動化、申込等のペーパーレス化を実現する 

職員 局・部・課の庶務担当 

  

人材育成センター 

 
①研修申込(紙) ③集約、推薦 

④研修生決定、 
通知 

これまで 

⑤確認、通知 

職員 局・部・課の庶務担当 

  

人材育成センター 

 ①研修申込(ｼｽﾃﾑ) 
④研修生決定、 
通知 

導入後 

⑥通知 

【部・課】システム上で確認可 

⑤通知 

所属長 

 
②承認 

所属長 

 ②推薦 ③推薦 

課 部 局 

局 
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４．ブランドデビットカードを活用したキャッシュレス化 
 

〇 資金前渡による支払事務については、2020年度に原則キャッシュレス化 

    2016年度実績（文房具購入等の現金支払） ： 166,149件、3,830,838千円 

〇 ブランドデビットカード※の使用を2019年１月より試行開始、今後試行を拡大 

５．電子決定率の向上 

2018年度 2019年度 2020年度 2021～2025年度 

2016年度 
：12.3％ 

30％ 60％ 80％ 
最終目標

100％ 

＜定量目標＞ 

 

〇 電子決定の徹底に向け、研修等により職員の意識改革を進め、電子化促進の範囲を部長以上の決定
事案にも拡大 

２月分実績 

⇒ 34.6% 



 

〇 総務事務に関する問い合わせにチャットボットを活用する（都民向けチャットボットは、主税局、福祉保健
局、水道局において実証実験・導入中） 

〇 職員がセルフで解決することにより（いつでも確認可能）、各所属庶務担当職員（総務事務セン
ター）への問い合わせ件数を減らし、担当業務に専念が可能 

 これまで 

課庶務 
職員 

○ 問合せ対応業務が各所属庶務担当者に発生 

部庶務 局庶務 制度所管 
回答までに時
間がかかる わからないものは上位階層に問い合わせるため、各階層で時間を取られる 

導入後 

職員 

○ よくある質問はチャットボットが対応し、担当業務に専念 

チャットボット 
各所属庶務担当（総務事務センター） 

いつでも迅速に自
己解決可能！ 担当業務に専念 

導入スケジュール（予定） 

2019年度 

2021年度～ 

2020年度 

 
 
・対象事務のFAQの収集と回答
の精度向上 
 

・クラウド環境で内部管理事務情
報を取り扱うことによる、セキュリ
ティ上の課題整理（チャットボット
はクラウド環境で構築することが
一般的） 

導入に向けた課題 

年末調整事務への導入(試行) 

総務事務センター集約対象事
務への導入 

その他総務事務への導入検討 

問い合わせ対応へのチャットボット活用 
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2019年度 2020年度 2021年度～ 

 
 

〇都政を取り巻く環境の変化に機動的に対応し、多様な行政課題の解決や、都民サービスの充実を図るための施策にマンパ

ワーを重点的に振り向けていくため、給与・旅費などの職員に関わる事務（総務事務）に係る負担軽減を図ることが必要 

⇒ 総務事務を集中的に処理する組織（総務事務センター）を設置 

１ 総務事務センターの理念 

３ 総務事務センター開設に向けたスケジュール 

センター設置・運営支援業務委託 

 

（１）申請内容の要件適合性のチェック 

（２）申請行為の承認・不承認 

（３）案件処理(データ入力、様式記載、支出処理等) 

（４）職員からの問合せ対応 

（５）提出・配布書類の取りまとめ、仕分け 

 

２ 総務事務センターの機能 

順次拡大事務の検討・決定 

・適合性確認 

・問合せ対応 

・給シス入力 

・適合性確認 

・承認（認定） 

フローイメージ（手当認定） 

所属部門 総務事務センター 

アウトソーサー（委託） 職員（センター長） 職員 

本人申請 

（発生源入力） 

承認（認定） 

所属部門 

課庶務担当 所属長 職員 

本人申請（紙） ・適合性確認 

・問合せ対応 

部庶務担当 
・適合性確認 

・問合せ対応 

・給シス入力 

人員・ｺｽﾄ算定 

設置場所の検
討・調整・決定 

規程改正等 

新庶務事務システム開発 

★ 

準備組織立上げ 
★ 

集約化組織設置 

職員へ新フロー周知 

センター開設準備委託 センター運営委託 

追加事務の準備 

現
行 

 
 
事 
務
処
理
開
始 
 

セ
ン
タ
ー
化
後 

対象事務について、上記の５つの業務内容を適
切に組み合わせ、中間処理を極力省略する事
務フローを構想 

Ⅲ 総務事務センターについて 

9 


